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貸切バス事業者の安全確保経費（安全コスト）

○ 事業者自らが自社に必要な安全確保経費（安全コスト）を把握し、旅行業者等と適正に取引を行うため、安全コストを
算出し、国土交通省へ報告することを義務付け。

○ 安全コストは原価計算を基に、年間の原価に占める安全コスト額の比率に応じて、届出運賃における安全コスト額（届出
安全コスト額）を算出し報告。

【 原価計算書 】
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大型車 6,580
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届出運賃における安全コスト額
（届出安全コスト額）

5,264

時間制運賃

キロ制運賃

届出運賃 ×80％＝



手数料等による運賃の割戻しの判断方法
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○ 個別の運送取引における運賃の割戻しの判断基準は、契約運賃から手数料等の額を控除した結果、各
社から報告された「届出安全コスト額」を基に時間・距離に応じて算出した「一運送に必要な安全コスト額」
を割り込んでいる場合は、貸切バス事業者を運賃の割戻し（道路運送法第10条違反）として行政処分。

運賃・料金

手数料等

手数料等 ×
○

下限額

例１

手数料等 ○
×→○

契約運賃

契約運賃例２

一運送に必要な安全コスト額

○・・・割戻し違反ではない

×・・・割戻し違反のおそれあり

手数料等



原価報告書の取扱いについて
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○ 原価報告書は事業者の原価や安全コスト額が含まれており、不正競争防止法（平成５年法律第47号）に基づく
営業秘密として損害賠償や罰則の対象となるおそれがあるため、取扱いには十分留意すること。

（出典）経済産業省作成「知っておきたい営業秘密」



届出安全コスト額の適用期間について
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○ 各事業者は毎事業年度の経過後百日以内に作成し、主たる事務所の地域を管轄する地方運輸局宛て
報告（初回のみ全事業者が7月9日までに報告）
○ 届出安全コスト額の適用期間は、各事業者の毎事業年度の提出期限の最終日の翌日から次事業年度
の提出期限の最終日までの運送引受けに対して適用

令和8年令和7年
原価報告書事業年度

121110987654321121110987654

提出期限

4/1
～
3/31 適用期間

▲
4/1

▲

▲
7/10

▲
7/10

100日以内

令和７年適用期間 令和８年適用期間

▲
4/1

▲
7/9100日以内7/9

＜ 例 ＞


